【様式４】
令和    年　　月　　日
奈良県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　
奈良県障害福祉サービス人材育成研修事業業務委託企画提案書
　奈良県障害福祉サービス人材育成研修事業業務委託について、企画提案書を提出します。
　なお、「参加資格要件」を全て満たしていることを誓約します。
　　
　　
　　　　【担当者連絡先】
　　　　　　　所　　　属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注）　規格は、Ａ４又はＡ３サイズとすること。
第１ 業務の理解に関する事項
	○仕様書等の記載事項を理解したうえで、業務の課題への取組み姿勢を明確に記載すること。



第２ 業務実績に関する事項

	· 公告の日から過去５年以内に、国又は地方公共団体（これに準ずると認められる団体を含む。）から受託したオンライン研修又は集合研修に関する業務を履行した実績を記載すること。また、業務実績に基づくノウハウを、本業務の遂行に向けてどのように活用していくかを業務概要欄に記載すること。
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※　業務概要の欄において、提案者の強みをアピールすること。
※　記載欄が不足する場合は、適宜追加すること。


第３ 業務実施体制に関する事項
	(1)　業務実施体制

○通常の場合のほか、新たな変異株の出現など、重症化率・感染力等に大きな変化が生じたことにより、集合研修をオンライン研修に変更した場合においても、円滑に業務を履行するための実施体制や人員配置を提案すること。（オンライン研修の受講が困難な受講生へのサポート体制も含む。）
＜実施体制図＞
(2)　配置人員の適性
○役割に応じて、円滑に業務を履行するためのスキル・経験を持った人材配置を提案すること。
＜配置人員＞
担当分野
担　　当

氏　　名

所　　属

備　考

統括責任者

主任担当者

担当者


	※　担当分野欄は「統括責任者」、担当欄は「主任担当者」「担当者」の別を記入すること。

※　業務をするにあたって資格、経歴等、アピールポイントがあれば備考欄に記入してください。



第４ 業務遂行計画に関する事項
	(1)　委託業務開始に向けての業務従事者確保

○従事者の確保について、具体的かつ実現性の高い方策を提案すること。
(2)　委託業務開始に向けての業務従事者研修

○従事者に対する研修について、適切な体制で、かつ効果的な時期及び方法により実施する方策を提案すること。



枚数に応じて、様式番号に枝番を付すこと。
第５ 業務遂行内容に関する事項
	(1)　オンライン研修の実施方法

○講義のオンライン研修の実施方法について、一般的なオンライン環境で受講可能であり、かつ受講者の研修効果を高めるための工夫や運営方法に関する工夫が盛り込まれた内容を提案すること。

(2)　オンライン研修を円滑に実施するための方策

○オンライン研修で使用するツールの操作マニュアルやオンライン研修受講時の留意事項について、オンライン研修に不慣れな受講者がいることも想定した分かりやすい内容を提案すること。
(3)　集合研修会場の選定

○新型コロナウイルス感染症等の対策を講じたうえで、奈良県内の全域から受講者が参加しやすい場所で実施する等、受講生の利便性が考慮された内容を提案すること。

(4)　研修の形態を変更した場合の実施方法

○新たな変異株の出現など、重症化率・感染力等に大きな変化が生じたことにより、集合研修をオンライン研修に変更した場合においても、円滑に、かつ研修効果を損なうことなく実施できる方法を提案すること。（オンライン研修の受講が困難な受講生へのサポート方法も含む。）

(5)　緊急時の対応

○地震、風水害、受託者の事業所内での感染症の蔓延等の災害発生時や重大な事故発生等の緊急時において、委託業務を継続するための現実的かつ有効な対応策を提案すること。



枚数に応じて、様式番号に枝番を付すこと。

第６ 個人情報保護等情報管理体制に関する事項
	(1)　個人情報の管理

○個人情報の管理上の対策（公的認証の取得や賠償保険への加入、組織的なチェックや自己を防止するための運用上の仕組みやルール作りなど）について提案すること。

(2)　研修体制・計画

○個人情報保護に関する従業者への研修体制及び計画について、個人情報保護の意識を徹底するうえで適切かつ効果的な時期・体制・方法により実施する内容を提案すること。



第７ 感染対策に関する事項
	○集合研修において、新型コロナウイルス感染症等の対策をどのように行うのかについて具体的な方法を提案すること。



